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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

地域おこし協力隊をはじめとする人材確保と地域産業の強化

政府系人材支援企業を前身とする地方自治体および地域事業者向けのハンズオン型プロフェッショナル人財ファーム・
一般社団地域人財基盤に所属。当社は、「経営伴走」を軸に、多様な専門性や実務経験と実績を有する『プロフェッ
ショナル人財』が、地域産業における様々な課題に対する最適な解決策の計画と実行を、成果にコミットしながらハンズ
オンで支援しております。私はディレクターとして、主に経営企画、事業開発、組織づくり、人材確保を専門領域に、日
々支援先地域への実行支援に携わっております。

北海道出身。大手人材会社からキャリアスタートし、就職支援・UIJターン・移住関連事業を主とした官公庁事業のプロ
ジェクトマネジメント及び実行を担当。その後、農業メディアの新規立上げを経て、移住交流及び関係人口創出を目的
に、地域資源（廃校・古民家・地域産品等）を活用した各種事業（宿泊施設等の開発 / 移住イベント / 
マルシェ）の企画・プロジェクトマネジメント・現場責任者を担当。
2021年12月より現職。DMO等三セク組織の事業強化や財源安定化に向けた経営企画、事業開発、組織づくり、中
核人材・スタッフの採用支援に従事。また地域おこし協力隊を活用した地域の人材確保の仕組みづくり、地域資源を活
用したまちづくり事業等、自治体の政策・制度設計に対する実行支援に取り組んでいる。



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

①地域おこし協力隊活用/移住促進/就職支援
　・自治体の地域おこし協力隊の導入、活用の仕組み化、プロジェクト策定、採用活動全般の実行支援
　・自治体と共同した移住促進/UIJターンイベントの事業責任者（7自治体）
　・官公庁/自治体の就職支援事業のプロジェクトマネジメント、運営（厚労省/中小企業庁/復興庁/4自
治体）

②観光DMO/DMC他第三セクターへの経営伴走/組織づくりの実行支援
　・経営の適正化に向けたファイナンス、ガバナンス強化、業務効率化等各種改善の実行支援
　・公益/収益事業の予実、進捗管理及び課題抽出と改善の実行支援

③地域人材確保
　・地方自治体/三セク/DMO/地域商社/まちづくり会社等におけるプロフェッショナル人材の派遣を含む、専
門人材活用の実行支援
　・地方自治体/三セク/DMO/地域商社/まちづくり会社等における経営人材、幹部人材、スタッフの採用の
実行支援
　・地域の観光ガイド従事者、地場企業従業員採用の実行支援

専門的目線と地域に向き合う姿勢を持って、地域・自治体が抱える本質的な課題を抽出し、口だけのコンサ
ルティングではなく、共に実行する支援を心がけています。

日本が誇る素晴らしい地域の伝統、文化を守り、次世代に残していくためには、地域産業の強化による収益
力の向上、将来を担う人材確保が必要と考えています。一方で急激な変化や上から目線の正論が求められ
る訳ではない、そんな各地域の実情や課題に寄り添い、自分たちの子供、孫にとって希望がもてる、愛すべき
ふるさとを少しでも繋いでいくことに貢献できれば嬉しいです。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策
経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生
地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs
地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

○ 地域中核企業等の支援 その他
その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策
集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応
BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流
建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

避難所運営 ○ 地域おこし協力隊の推進
感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援
○ 地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

その他
7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育
結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進
その他 その他

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育
子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策
自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

住民参加 その他

その他
EBPMに基づく政策立案

メールアドレス yhayakawa〔アットマーク〕jhrp.org

所属法人HP https://www.jhrp.org/
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